
全国市町村職員共済組合連合会 
National Federation of Mutual Aid Associations for Municipal Personnel 

平成２９年度第３四半期  
 
 退職等年金給付組合積立金 管理及び運用実績の状況 
                  



1 

 
・ 平成２９年度 第３四半期運用実績（概要）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 2 

 
・ 平成２９年度 市場環境（第３四半期）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 3 

 
・ 平成２９年度 資産構成割合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 4 

 
・ 平成２９年度 運用利回り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 5 

 
・ 平成２９年度 運用収益額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 7 

 
・ 平成２９年度 資産額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 9 

 
・ 資金運用に関する専門用語の解説（５０音順）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P10 

 
 
 

目次 

退職等年金給付組合積立金（市町村連合会） 



運用収益額          ＋２．０９億円※実現収益額（簿価） 

                     
（第３四半期） 

（第３四半期） 

運用利回り        ＋０．１０％※実現収益率（簿価） 
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平成２９年度 第３四半期運用実績（概要） 

※ 情報公開を徹底する観点から、四半期ごとに運用状況の公表を行うものです。年金積立金は長期的な運用を行うものであり、 
  その運用状況も長期的に判断することが必要です。 
（注１） 収益率及び収益額は、当該期間中に精算された運用手数料等を控除したものです。 
（注２） 上記数値は速報値のため、年度末の決算等において、変更になる場合があります。 
（注３） 実現収益額は、売買損益及び利息・配当金収入等です。 

運用資産残高   ２，１４６億円※簿価 

（第３四半期末） 

退職等年金給付組合積立金（市町村連合会） 



平成２９年度 市場環境 （第３四半期） 

 ○ 国内債券市場の動向 
 
   期初は、欧米の長期金利が上昇したことなどを受け、10年国債利回りは上昇（債券価格は低下）しました。10月末から11月にかけては、
衆議院総選挙で自民党が圧勝し、金融緩和策継続観測が高まったことなどを受け低下（債券価格は上昇）しました。その後、欧米の長
期金利が上昇したことなどを受け、10年国債利回りは上昇（債券価格は低下）に転じました。 

退職等年金給付組合積立金（市町村連合会） 

     【１０年国債利回りの推移】 
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平成２９年度 資産構成割合 

 資産ごとの構成割合（簿価）は以下のとおりです。 

（注１）基本ポートフォリオは、国内債券100％です。 
（注２）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。  
（注３）上記数値は速報値のため、年度末の決算等において、変更になる場合があります。 

退職等年金給付組合積立金（市町村連合会） 

（単位：％）

平成２８年度

年度末 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 年度末

国内債券 95.4 99.9 98.3 100.0 －

短期資産 4.6 0.1 1.7 0.0 －

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 －

平成２９年度



平成２９年度 運用利回り 
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 平成２９年度第３四半期の実現収益率は、資産全体で＋０．１０％ となりました。 
 退職等年金給付組合積立金で保有する国内債券は、満期持ち切りを前提とするため、簿価評価としています。 

（注１） 各四半期の収益率は期間率です。 
（注２） 「年度計」は平成２９年度第３四半期までの収益率です。 
（注３） 実現収益率及び修正総合収益率は、当該期間中に精算された運用手数料等を控除したものです。 
（注４） 修正総合収益率は、実現収益率に仮に時価評価を行った場合の評価損益の増減を加味したものです。 
（注５） 上記数値は速報値のため、年度末の決算等において、変更になる場合があります。 

実現収益率の推移 

資産別 実現収益率 

※第３四半期の収益率(期間率) 

退職等年金給付組合積立金（市町村連合会） 

（単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

0.10 0.10 0.10 － 0.30

国内債券 0.10 0.10 0.10 － 0.30

短期資産 0.00 0.00 0.00 － 0.00

（参考） （単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

0.42 0.38 0.33 － 1.13

実現収益率

平成２９年度

修正総合収益率

平成２９年度



（単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

0.01 0.19 0.01 0.14 0.39

国内債券 0.01 0.20 0.01 0.14 0.41

短期資産 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

実現収益率

平成２８年度

（参考）前年度 運用利回り 
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（注１） 各四半期の収益率は期間率です。 
（注２） 実現収益率及び修正総合収益率は、当該期間中に精算された運用手数料等を控除したものです。 
（注３） 修正総合収益率は、実現収益率に仮に時価評価を行った場合の評価損益の増減を加味したものです。 

資産別 実現収益率 

実現収益率の推移 

退職等年金給付組合積立金（市町村連合会） 

※「年度計」の収益率(期間率) 

（参考） （単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

3.74 ▲2.60 ▲2.14 ▲0.56 ▲3.30

平成２８年度

修正総合収益率



平成２９年度 運用収益額 
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 平成２９年度第３四半期の実現収益額は、資産全体で＋２．０９億円となりました。 
 退職等年金給付組合積立金で保有する国内債券は、満期持ち切りを前提とするため、簿価評価としています。 

（注１） 「年度計」は平成２９年度第３四半期までの収益額です。 
（注２） 実現収益額及び総合収益額は、当該期間中に精算された運用手数料等を控除したものです。 
（注３） 実現収益額は、売買損益及び利息・配当金収入等です。 
（注４） 総合収益額は、実現収益額に仮に時価評価を行った場合の評価損益の増減を加味したものです。 
（注５） 上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。 
（注６） 上記数値は速報値のため、年度末の決算等において、変更になる場合があります。 

実現収益額の推移 

※第３四半期の収益額 

資産別 実現収益額 

退職等年金給付組合積立金（市町村連合会） 

（単位：億円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

1.53 1.84 2.09 － 5.46

国内債券 1.53 1.84 2.09 － 5.46

短期資産 0.00 0.00 0.00 － 0.00

（参考） （単位：億円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

6.60 7.12 6.91 － 20.63総合収益額

平成２９年度

実現収益額

平成２９年度



（参考）前年度 運用収益額 

（注１） 実現収益額及び総合収益額は、当該期間中に精算された運用手数料等を控除したものです。 
（注２） 実現収益額は、売買損益及び利息・配当金収入等です。 
（注３） 総合収益額は、実現収益額に仮に時価評価を行った場合の評価損益の増減を加味したものです。  
（注４） 上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。 
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資産別 実現収益額 

※「年度計」の収益額 

実現収益額の推移 

退職等年金給付組合積立金（市町村連合会） 

（単位：億円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

0.08 1.63 0.15 1.88 3.74

国内債券 0.08 1.63 0.15 1.88 3.74

短期資産 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

（参考） （単位：億円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

21.74 ▲23.60 ▲22.95 ▲7.57 ▲32.39総合収益額

平成２８年度

実現収益額

平成２８年度
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平成２９年度 資産額 

（注１） 上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。  
（注２） 時価及び評価損益は、仮に時価評価を行った場合の参考です。 
（注３） 上記数値（平成２９年度）は速報値のため、年度末の決算等において、変更になる場合があります。 

 資産ごとの簿価、時価及び評価損益は以下のとおりです。 

（単位：億円）

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

国内債券 641 680 38 949 962 13 1,134 1,124 ▲10 1,447 1,428 ▲19

短期資産 1 1 0 2 2 0 1 1 0 70 70 0

合計 642 681 38 952 965 13 1,135 1,125 ▲10 1,517 1,498 ▲19

平成２８年度

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 年度末

退職等年金給付組合積立金（市町村連合会） 

（参考）前年度 

（単位：億円）

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

国内債券 1,650 1,637 ▲13 1,932 1,923 ▲9 2,146 2,143 ▲2 － － －

短期資産 1 1 0 33 33 0 1 1 0 － － －

合計 1,651 1,638 ▲13 1,964 1,955 ▲9 2,146 2,144 ▲2 － － －

平成２９年度

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 年度末



  運用成果を測定する尺度の１つです。売買損益及び利息・配当金収入等の実現収益額を元本（簿価）平均残高で除した元本（簿価） 
ベースの比率です。 

 資金運用に関する専門用語の解説 （５０音順） 

〇 基本ポートフォリオ 

統計的な手法により定めた、最適と考えられる資産構成割合（時価ベース）です。 

〇 修正総合収益率 

  運用成果を測定する尺度の１つです。実現収益額に資産の時価評価による評価損益増減を加味し、時価に基づく収益を把握し、そ
れを簿価平均残高に前期末未収収益と前期末評価損益を加えたもので除した時価ベースの比率です。算出が比較的容易なことから、
運用の効率性を表す時価ベースの資産価値の変化を把握する指標として用いられます。 
 （計算式） 
修正総合収益率＝（売買損益＋利息・配当金収入＋未収収益増減＋評価損益増減）／（簿価平均残高＋前期末未収収益＋前期末評
価損益） 
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〇 実現収益率 

〇 総合収益額 

 実現収益額に加え資産の時価評価による評価損益を加味することにより、時価に基づく収益把握を行ったものです。  
 （計算式） 総合収益額＝売買損益＋利息・配当金収入＋未収収益増減＋評価損益増減 

退職等年金給付組合積立金（市町村連合会） 


